
エコノミスト2012.2.21 38

国
債
残
高
の
累
増
や
優
良
企
業
向
け

貸
し
出
し
の
減
少
等
を
反
映
し

て
、
主
な
預
金
取
扱
機
関
（
銀
行
等
）
に

よ
る
国
債
保
有
残
高
は
増
加
の
一
途
を
た

ど
っ
て
い
る
（
図
１
、
２
）。
た
だ
し
、業

態
に
よ
り
国
債
保
有
の
内
訳
は
異
な
る
。

期
間
１
年
以
下
の
短
期
債
（
図
１
）
は
、

主
と
し
て
国
内
銀
行
（
メ
ガ
バ
ン
ク
、
地

銀
、
第
二
地
銀
等
）
が
保
有
を
増
や
し
て

い
る
の
に
対
し
て
、期
間
２
年
超
の
中
期・

長
期
・
超
長
期
国
債
等
（
図
２
）
は
、
ゆ

う
ち
ょ
銀
行
を
含
む
中
小
企
業
金
融
機
関

等
（
信
用
金
庫
や
信
用
組
合
な
ど
）
の
保

有
す
る
ウ
エ
ー
ト
が
極
め
て
高
い
。

　

高
齢
化
の
進
展
と
い
っ
た
経
済
構
造
の

変
化
を
背
景
に
、
今
後
、
経
常
赤
字
に
転

落
し
た
場
合
、
地
域
金
融
機
関
に
は
ど
の

よ
う
な
影
響
が
及
ぶ
だ
ろ
う
か
。

デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ズ
に
バ
ラ
ツ
キ

　

ご
く
単
純
に
考
え
れ
ば
、
銀
行
等
は
顧

客
か
ら
預
貯
金
を
受
け
入
れ
た
り
、
市
場

で
調
達
し
た
資
金
を
原
資
に
、
企
業
向
け

の
貸
し
出
し
や
国
債
へ
の
投
資
な
ど
に
よ

り
金
融
仲
介
を
行
っ
て
い
る
。
そ
の
際
、

調
達
サ
イ
ド
の
預
貯
金
等
の
金
利
は
、
基

本
的
に
市
場
金
利
に
連
動
す
る
た
め
、
金

融
市
況
の
変
化
に
合
わ
せ
、
比
較
的
短
期

間
で
変
動
す
る
。
こ
れ
に
対
し
て
運
用
サ

イ
ド
で
は
、
長
期
の
固
定
利
付
国
債
等
の

占
め
る
割
合
が
高
く
な
る
と
、
運
用
利
回

り
が
調
達
金
利
を
下
回
る
逆
ざ
や
に
な
っ

て
し
ま
う
こ
と
が
あ
り
得
る
。
こ
れ
が
金

利
リ
ス
ク
だ
。

　

金
利
リ
ス
ク
の
大
小
を
測
る
指
標
と
し

て
、「
ア
ウ
ト
ラ
イ
ヤ
ー
比
率
」
が
あ
る
。

こ
れ
は
現
在
、
金
融
監
督
上
用
い
ら
れ
て

い
る
自
己
資
本
比
率
規
制
バ
ー
ゼ
ル
Ⅱ
の

枠
組
み
に
お
け
る
指
標
で
、
銀
行
等
の
自

己
資
本
（
基
本
的
項
目
＋
補
完
的
項
目
）

に
対
す
る
金
利
リ
ス
ク
量
の
比
率
と
し
て

算
出
さ
れ
る
。
20
％
を
超
え
る
銀
行
は
自

己
資
本
に
対
し
て
金
利
リ
ス
ク
が
大
き
い

と
し
て
早
期
警
戒
制
度
の
対
象
と
し
、
そ

の
自
己
資
本
の
適
切
性
に
つ
い
て
、
金
融

監
督
当
局
は
特
に
注
意
を
払
う
こ
と
と
な

っ
て
い
る
。
ど
の
年
限
の
国
債
の
保
有
が

多
い
か
は
、
業
態
に
よ
っ
て
違
い
も
あ
る

が
、
中
長
期
債
の
保
有
が
多
い
ほ
ど
ア
ウ

ト
ラ
イ
ヤ
ー
比
率
は
高
く
な
る
。

　

そ
の
公
表
状
況
を
み
る
と
、
メ
ガ
バ
ン

ク
が
軒
並
み
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
誌
等

で
毎
年
公
表
し
て
い
る
の
に
対
し
て
、
地

域
金
融
機
関
の
対
応
に
は
バ
ラ
ツ
キ
が
あ

る
。
ま
た
、
数
値
を
開
示
し
て
い
る
金
融

機
関
を
み
る
と
、
メ
ガ
バ
ン
ク
の
水
準
を

下
回
る
地
銀
が
あ
る
一
方
で
、
20
％
近
く

に
ま
で
上
昇
し
て
い
る
金
融
機
関
も
目
立

つ
。

　

ア
ウ
ト
ラ
イ
ヤ
ー
比
率
は
、
そ
の
算
出

に
際
し
て
各
行
独
自
の
判
断
（
金
利
変
動

を
ど
う
設
定
す
る
か
な
ど
）
が
許
容
さ
れ

る
部
分
が
あ
る
た
め
、
必
ず
し
も
横
並
び

の
比
較
が
で
き
る
計
数
で
は
な
い
が
、
全

般
的
に
地
域
金
融
機
関
の
比
率
は
高
く
な

る
傾
向
が
あ
る
よ
う
に
見
受
け
ら
れ
る
。

（
河
村
小
百
合
・

日
本
総
合
研
究
所
主
任
研
究
員
）

（注1）各業態のうち、「国内銀行」は国内法に準拠して設立された銀行・長期信用銀行（メガバンクや地方銀行、第二地方
銀行等）。「農林水産金融機関」は農林中央金庫、農業協同組合、漁業協同組合等を含む。「中小企業金融機関
等」は①信用金庫、②信用組合、③労働金庫、④商工組合中央金庫、⑤ゆうちょ銀行（2007年10～12月期以降）を
含む。「郵便貯金」は旧日本郵政公社郵便貯金業務で、2007年7～9月期までの計数

（注2）国庫短期証券は、2009年2月以降、従前の政府短期証券と割引短期国債を統合する形で発行が開始されたもの。
本統計においては、統合以前の国庫短期証券は政府短期証券のみの計数。割引短期国債は、統合前は国債・財
投債の計数に、統合後は国庫短期証券の計数に含まれている

（出所）日本銀行『資金循環統計』

銀行等の国債保有残高は増える一方
図1　期間1年以下の短期債（国庫短期証券）

図2　期間2年超の国債（財投債含む）
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地
域
金
融
機
関

メ
ガ
バ
ン
ク
よ
り
金
利
リ
ス
ク
は
大

メ
ガ
バ
ン
ク
に
比
べ
て
中
小
企
業
金
融
機
関
は
中
長
期
債
保
有
ウ
エ
ー
ト
が
極
め
て
高
い
の
が
特
徴
だ
。


